
調査の設計

回収結果・回答者の属性

 回答方法別  団体種別（問１）

 調査対象：郡山市市民活動サポートセンター登録団体・個人
 標 本 数：358件（団体300、個人58）（2024(令和６)年８月１日時点）
 調査方法：郵送による調査票の配布・回収、インターネットでの回答
 調査期間：2024 (令和６)年８月１日～９月30日(61日間)
 調査項目：①団体・個人について…16問

②協働のまちづくりについて…９問

 発 送 数：358件
 有効回収数：117件
 有効回収率：32.7％

※構成比は、端数を四捨五入しているため、合計が100.0％にならない場合があります。

法人格な

き任意団

体

40.2%

ＮＰＯ法

人

33.3%

個人

24.8%

一般社団法人

（一般／公益）

1.7%

スマホ・

PC

79.5%

調査票

20.5%

全体(n=117)
全体(n=117)
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Ⅴ 集計結果（市民活動団体）



13.7%

15.4%

31.6%

37.0%

50.4%

58.1%

0.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

70歳以上

60歳代

50歳代

40歳代

30歳代

20歳代

20歳未満
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活動を始めた時期を教えてください。

３割弱の団体（個人）が「1998年～2000年」から活動を始めています。

1998年～2000年

26.5%

2000年～2004年

23.9%
2005年～2009年

20.5%

2010年～2014年

11.1%

2015年～2019年

8.5%

2020年～2024年

8.5%
1980年～1998年

0.9%

(n=117)

問２

６割弱の団体（個人）で「20歳代」が活動しています。

どの年代の方が中心に活動していますか？(複数選択可)

(n=117)

問３



0.0%

0.9%

0.9%

0.9%

0.9%

0.9%

1.7%

1.7%

3.4%

3.4%

4.3%

5.1%

10.3%

11.1%

18.8%

23.9%

31.6%

56.4%

58.9%

67.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

前各号に掲げる活動に準ずる活動として都道府県又は指定都市

の条例で定める活動

前各号に掲げる活動を行う団体の運営又は活動に関する連絡、

助言又は援助

消費者の保護

地域安全

科学技術の振興

情報化社会の発展

国際協力・多文化共生

災害救援

職業能力の開発又は雇用機会拡充の支援

観光の振興

人権の擁護又は平和の推進

環境の保全

男女共同参画社会の形成の促進

経済活動の活性化

社会教育の推進

学術、文化、芸術又はスポーツの振興

農山漁村又は中山間地域の振興

保健、医療または福祉の増進

子どもの健全育成

まちづくりの推進
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主な活動の対象地域を教えてください。

７割弱の団体（個人）が「郡山市内」で活動しています。

郡山市内

66.7%

こおりやま広域圏内

18.8%

福島県内全域

12.0%

全国

2.6%

(n=117)

問４

７割弱の団体（個人）が「まちづくりの推進」と回答しています。

主な活動の分野を教えてください。(複数選択可)問５

(n=117)
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現在、活動が十分にできていますか？

９割強の団体（個人）が「できている」と回答しています。

十分できている

57.3%

まあまあできて

いる

35.9%

あまりできていない

5.1% できていない

1.7%

「十分できている」57.3％、「まあまあできている」35.9％を合計すると93.2％と
なります。

(n=117)

問６

半数の団体（個人）が「事業を拡充していく見込み」です。

今後の活動の方向性を教えてください。

事業を拡充し

ていく見込み

50.4%

新しい事業を

実施する見込

み

24.8%

現状維持

12.0%

事業を縮小し

ていく見込み

9.4%

解散・休止す

る見込み

3.4%

(n=117)

問７
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７割弱の団体（個人）が「知っている」と回答しています。

「郡山市の出生数：1985(昭和60)年4,000人超➡2022(令和４)年2,000人割る」

このことをご存知でしたか？

知っている

67.5%

知らない

32.5%

(n=117)

問８

少子高齢化・人口減少をどう受け止めていますか？

８割の団体（個人）が「危機感を持っている」と回答しています。

強い危機感を持っ

ている

69.2%
多少危機感を持っ

ている

12.0%

危機感は持ってい

ない

11.1%

わからない

4.3%

無回答

3.4%

(n=117)

「強い危機感を持っている」69.2％、「多少危機感を持っている」12.0％を合計す
ると81.2％となります。

問９



2.5%

10.2%

10.2%

15.3%

20.5%

30.7%

46.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

活動に対する住民の関心が低い

交流している団体が少ない

十分な事業費がまかなえない

十分な事業ができない

若者の参加者が少ない

参加者・会員で高齢者が多い

参加者・会員が少ない
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３割強の団体（個人）が「影響を受けている」と回答しています。

少子高齢化・人口減少の影響を受けていますか？

とても影響を受け

ている

13.7%

少し影響を受けて

いる

19.7%

影響は受けていない

41.0%

わからない

25.6%

「とても影響を受けている」13.7％、「少し影響を受けている」19.7％を合計する
と33.4％となります。

(n=117)

問10

５割弱の団体（個人）が「参加者・会員が少ない」と回答しています。

問10で、影響を「とても受けている」「少し受けている」と回答した市民活動団体について

具体的にどのような影響を受けていると感じますか？(複数選択可)

(n=39)

問11



1.7%

3.4%

7.7%

9.4%

13.7%

21.4%

38.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

その他

役員等の個人負担（自費の投入）

団体会員の会費

事業収入（委託金、参加費）

市、県、国等の行政補助金

賛同企業、賛同者からの寄付金

民間企業助成金
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４割弱の団体（個人）が「民間企業助成金」と回答しています。

主な収入源は何ですか？(複数選択可)

【その他】の主な内容
 委託事以外の事業がない
 イベントでの祝い金

問12

４割弱の団体（個人）が「活動費に困っている」と回答しています。

資金について、課題はありますか？(複数選択可)

【その他】の主な内容
 より良い広報
 ボランティアの拡充
 助成金や寄附金に頼らざる得ないため、毎年その申請手続き等が大変

問13

(n=117)

(n=117)

2.6%

24.8%

0.9%

4.3%

28.2%

31.6%

36.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

その他

特にない

助成金を申請したいが情報がない

補助金や委託費が減っている

寄付金が増えない

自主事業の収入が減っている

活動費に困っている



12.0%

0.9%

0.9%

2.6%

4.3%

6.8%

23.9%

29.9%

35.0%

37.6%

43.6%

47.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

特にない

余計な会議などで時間がとられてしまう

困った時に相談できる場所・人がいない

役員の負担が多い

活動に対する住民の関心が低下している

他団体と交流が思うように進まない

若い人の参加が少ない

活動に必要な専門知識がある人材がいない・少ない

参加者が減り活動が滞っている

活動がワンパターン化している

新たな会員が増えない

会員・構成員が高齢化している

0.9%

4.3%

29.9%

37.6%

47.0%

55.6%

57.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

町内会の回覧板（町内会への依頼）

報道機関への投げ込み

市民活動サポートセンターのＳＮＳ

市民活動サポートセンターのウェブサイト

団体の会報やチラシ（紙媒体）

団体のＳＮＳ(登録制のオンラインサービス。

Facebook、Instagram、Xなど。)

団体のウェブサイト
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６割弱の団体（個人）が「団体のウェブサイト」と回答しています。

活動の情報発信手段として何を利用していますか？(複数選択可)問14 

５割弱の団体（個人）が「会員・構成員が高齢化している」と回答しています。

人材や組織に関する課題・悩みは何ですか？(複数選択可)問15

(n=117)

(n=117)



0.9%

6.0%

1.7%

9.4%

11.1%

37.6%

41.9%

57.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

その他

特にない

ＩＣＴを活用することでかえって手間が増えてい

る

ＩＣＴ活用の理解が得られない

ＩＣＴを積極的に活用する必要性はない

どのようなツールを使うのが良いのかわからない

ウェブサイトやＳＮＳは使っているが効果が感じ

られない

団体内にＩＣＴを活用できる人がいない・少ない
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６割弱の団体（個人）が「ICTを活用できる人がいない・少ない」と回答しています。

ICT活用に関する課題・悩みは何ですか？(複数選択可)

【その他】の主な内容
 SNS等の更新する人材がいない

問16

２割強の団体（個人）が「ある」と回答しています。

他の団体や行政（市）と交流したり
協働で活動したりしたことはありますか？

ある

24.8%

ないが、今後は

交流したり協働

で活動したりし

たい

35.0%

ない、したいと

思わない

40.2%

(n=117)

問17

(n=117)



6.9%

6.9%

6.9%

6.9%

41.4%

65.5%

75.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

その他

知人に連絡を取った、連絡を受けた

知人や会員に教えてもらった

新聞や広報誌、チラシを見て連絡を取った、連絡

を受けた

ＳＮＳを見て連絡を取った、連絡を受けた

行政又は市民活動サポートセンターから紹介を受

けた

団体や企業が集まるイベントで知り合った
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８割弱の団体（個人）が「イベントで知り合った」と回答しています。

問17で、交流や協働で活動をしたことが「ある」と回答した市民活動団体について

交流や協働のきっかけとなった要因は何ですか？(複数選択可)

【その他】の主な内容
 問いあわせ
 助成団体の仲介

問18

(n=29)

５割弱の団体（個人）が「他の市民活動団体」と回答しています。

問17で、交流や協働したことが「ある」「ないが今後したい」と回答した市民活動団体について

交流や協働した(したい)相手先はどういった団体ですか？(複数選択可)

問19

(n=70)

1.4%

5.7%

5.7%

7.1%

10.0%

20.0%

27.1%

45.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

商工会議所・商工会

行政（国・県・市）

社会福祉法人

学校

行政（国・県・市）

民間企業

町内会などの地縁団体

他の市民活動団体



0.0%

1.4%

18.6%

20.0%

48.6%

62.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

資金が十分にあること

情報公開していること

自分の団体のＰＲが期待できること

地域住民と密接な関係を有していること

活動理念が明確であること

活動の目的や内容に賛同できること

1.4%

20.0%

25.7%

32.9%

44.3%

54.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

その他

活動がうまくいっている団体から学びたい

同じ活動分野の団体とつながりたい

同じ地域で活動する団体とつながりたい

資金面でメリットがある

違う活動分野の団体と協働することで課題を解決

したい

５割強の団体（個人）が「違う活動分野の団体と協働したい」と回答しています。

【その他】の主な内容
 行政と協力して地球温暖化防止等に取り組んでいきたい

問17で、交流や協働したことが「ある」「ないが今後したい」と回答した市民活動団体について

交流や協働した（今後したい）理由は何ですか？(複数選択可)

問20

６割強の団体（個人）が「活動の目的や内容に賛同できること」と回答しています。

問17で、交流や協働したことが「ある」「ないが今後したい」と回答した市民活動団体について

交流や協働するうえで相手に求めるものは何ですか？(複数選択可)

問21

(n=70)

(n=70)
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6.4%

14.9%

31.9%

34.0%

46.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

交流や協働のきっかけがないから

他の団体のことを知らないから

協働して事業を行う効果が分からないから

手間が増えそうだから

自分たちだけで活動できているから
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４割の団体（個人）が「重要である」と回答しています。

今後のまちづくりにおいて「協働」が重要だと思いますか？

重要である

40.2%

どちらとも言え

ない

35.0%

重要ではない

24.8%

(n=117)

問23

５割弱の団体（個人）が「自分たちだけで活動できているから」と回答しています。

問17で、交流や協働で活動したことが「ない、したいと思わない」と回答した市民活動団体について

交流や協働しない（したくない）理由は何ですか？(複数選択可)

問22

(n=47)



5.1%

7.7%

11.1%

12.0%

15.4%

17.9%

18.8%

20.5%

31.6%

33.3%

40.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

相談機能の充実

機材の提供や場所の貸し出し

民間助成金の情報提供

協働に役立つセミナー、講座の開催

市民活動・協働事例の情報提供

各種団体との交流・連携機会の提供

クラウドファンディングなどの民間資金の活用

学校での協働の教育

市民活動への参加の働きかけ

郡山市市民活動サポートセンターの充実

インターネット・ＳＮＳでの情報の発信・共有
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協働のまちづくりの推進のため
行政が取り組むべきことは何ですか？(複数選択可)

４割の団体(個人)が「インターネット・SNSでの情報発信・共有」と回答しています。

(n=117)

問24

その他ご意見がありましたら自由に記入してください。

 少子高齢化による孤立、孤独の課題は増加。人とのつながり、居場所が必要。コーディ

ネートする人の育成は必要。

 子育てしやすい環境づくり

 高齢者が安心して暮らせる場所、仕組みづくり

 人口減少によりこれまでの枠組み、制度の在り方そのものを再構築する必要がある、特

に行政にその意識を持ってほしい。

問25

主な意見を抜粋し、掲載しました。寄せられたご意見は、今後の協働のまちづくりに活用
させていただきます。


